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道路運送法第２７条第２項の規定に基づく輸送の安全確保命令 

及び旅客の利便確保命令の発動基準について（抄） 

 

  道路運送法（昭和２６年法律第１８３号。以下「法」という。）第２８条第２項の規定に基づき、旅客自動車運

送事業者に対し、輸送の安全を確保するために必要な措置を講ずるべきことの命令（以下「輸送の安全確保命令」

という。）及び旅客の利便を確保するために必要な措置を講ずるべきことの命令（以下「旅客の利便確保命令」と

いう。）を行う際の基準を定めたので、これらの命令を発動する場合は、この基準によることとされたい。 

  なお、本基準は、平成１４年４月１７日以降に法第２８条第１項に基づき旅客自動車運送事業運輸規則（昭和３

１年運輸省令第４４号。以下「運輸規則」という。）に規定された輸送の安全の確保に関する事項に係る違反（以

下「輸送の安全確保に関する違反」という。）又は旅客の利便の確保に関する事項に係る違反（以下「旅客の利便

確保に関する違反」という。）により下記の要件に該当することとなったものから適用するものとする。 

 

記 

 

１．法第２７条第２項の「輸送の安全が確保されていないと認めるとき」とは、次のいずれかに該当することとな

ったときをいう。 

  (7) タクシー業務適正化特別措置法（昭和４５年法律第７５号）第２条第６項の特定指定地域内に営業所を有す

る一般乗用旅客自動車運送事業者の許可を受ける個人のみが自動車を運転することにより当該事業を行うべき

旨の条件の付された一般乗用旅客自動車運送事業の許可を受けた者（以下「個人タクシー事業者」という。）

の業務上の行為により運輸規則上の輸送の安全確保に関する違反で文書警告以上の行政処分等を行った場合。 

 

２．法第２７条第２項の「旅客の利便が確保されていないと認めるとき」とは、次のいずれかに該当することとな

ったときをいう。 

 (3) タクシー業務適正化特別措置法（昭和４５年法律第７５号）第２条第６項の特定指定地域内に営業所を有す

る個人タクシー事業者が業務上の行為により運輸規則上の旅客の利便確保に関する違反で文書警告以上の行政



処分等を行った場合。 

  (4) 1.(8)、(9)又は(10)に該当する場合 

 

５．輸送の安全確保命令又は旅客の利便確保命令の実施方法は、３．及び４．に定めるもののほか、以下のとおり

とする。 

 (3) １．(7)及び２．(3)の場合は、(1)にかかわらず、期限を定めて適正化実施機関が行う講習を受けるべき旨の

命令を発動するものとし、当該期限までに講習を受けない場合には、命令違反として取り扱うものとする。 

 

附 則（平成１６年６月３０日 国自総第１３７号、国自旅第７４号 一部改正） 

 １．改正後の通達は、平成１６年８月１日から適用する。 

 ２．平成１６年７月３１日までの違反事実については、改正前の通達に定める基準により行政処分等を行うもの

とする。 

 

附 則（平成１８年９月１５日 国自総第２８１号、国自旅第１２９号、国自整第８３号 一部改正） 

 １．改正後の通達は、平成１８年１０月１日以降の違反行為から適用する。 

 ２．平成１８年９月３０日までの違反行為については、改正前の通達に定める基準により行政処分等を行うもの

とする。 

 

附 則（平成１９年５月１日 国自総第３９号、国自旅第１６号、国自整第１２号 一部改正） 

 １．改正後の通達は、平成１９年７月１日以降の違反行為から適用する。 

 ２．平成１９年６月３０日までの違反行為については、改正前の通達に定める基準により行政処分等を行うもの

とする。 

 

附 則（平成２０年６月１３日 国自安第３４号、国自旅第９３号、国自整第４６号の２一部改正） 

 １．改正後の通達は、平成２０年６月１４日以降の違反行為から適用する。 

 ２．平成２０年６月１３日までの違反行為については、改正前の通達に定める基準により行政処分等を行うもの

とする。 

 

 


